
（平成２４年１２月５日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 10 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 4 件



                      

埼玉国民年金 事案 5063 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年３月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 49 年３月から 50 年３月まで 

私の父は、昭和 50 年４月頃、Ａ市役所Ｂ支所において、私の国民年

金の加入手続を行ってくれた。また、保険料についても、自治会のＣ組

合において、父が毎月納付してくれていたはずである。 

それにもかかわらず、申立期間の保険料が未納となっているので、よ

く調査してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年４月頃、その父がＡ市役所Ｂ支所において、国民

年金の加入手続を行い、保険料についても、自治会のＣ組合において、そ

の父が毎月納付してくれていたはずであるとしているところ、申立人の国

民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、

同年 11 月頃に払い出されたと推認され、その時点では、申立期間は保険

料を納付することができる期間である。 

また、申立人の保険料納付を行ったとするその父は、オンライン記録に

よると、昭和 35 年 10 月に国民年金に加入し、保険料の徴収が開始された

36 年４月以降、国民年金加入期間の保険料を全て納付しており、54 年１

月から付加年金保険料も納付していることから、納付意識は高かったもの

と考えられる。 

さらに、その父は、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたと推

認される昭和 50 年 11 月頃以降に、同年４月までの保険料を遡って納付し

ている上、「申立人の 20 歳からの期間の保険料を全て遡って納付し

  



                      

  

た。」と供述していることから、その父が、申立人の国民年金手帳記号番

号が払い出されたと推認される 50 年 11 月時点で、申立期間の国民年金保

険料を遡って納付した可能性は否定できず、13 か月間と比較的短期間で

ある当該期間の保険料を遡って納付できなかった特段の事情も見当たらな

い。 

その他の事情を含めて、総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 5067 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年７月から 56 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年７月から 56 年３月まで 

    私は、平成 20 年頃に「ねんきん特別便」が届き、申立期間が全額免

除期間であることを知った。Ａ町（現在は、Ｂ市）の町役場及びＣ社会

保険事務所（当時）に出向き、申立期間は保険料納付済期間である旨を

伝えたが、申立期間が納付済期間に訂正されていない。申立期間の国民

年金保険料は、母が、Ｄ組合Ｅ支所の父の口座から口座振替で納付して

いたと思うので、申立期間を納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料は、その母が納付していたと思う

とするところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保

険者の資格取得時期から昭和 55 年 10 月頃に払い出されたと推認される上、

Ａ町の国民年金被保険者名簿には、申立人の被保険者資格の届出年月日は同

年同月 17 日と記載されていることから、申立期間は保険料を現年度納付す

ることが可能な期間である。 

また、申立人の母は、「私と息子の保険料は自分が一緒に納付してい

た。」と回答しており、Ａ町の国民年金被保険者名簿によると、申立期間

直前の昭和 55 年４月から同年６月までの保険料は、その母の同年 10 月か

ら同年 12 月までの保険料と同日（昭和 55 年 12 月 22 日）に納付されてい

るところ、その母の 56 年１月から同年３月までの保険料は、同年３月 23

日に納付されている上、申立人の申立期間前後の保険料は納付済みであり、



                      

  

９か月と短期間である申立期間の保険料を納付できなかった特段の事情は

見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7226 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を２万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成 15 年４月 30 日 

    平成 13 年 10 月から 15 年 11 月まで株式会社Ａに勤務し、同年４月に

賞与を支給されたと思うが、当該賞与に係る厚生年金保険の標準賞与

額の記録が無いので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａが加入するＢ組合の申立人に係る適用台帳には、平成 15 年

４月 30 日付けで２万円の賞与の支給が記載されているところ、Ｃ金庫Ｄ

支店提出の申立人に係る要求払預金取引明細表兼残高一覧表には、同年４

月 30 日に１万 6,250 円が入金された記録があり、この金額は２万円から

社会保険料及び所得税を控除した金額と一致することから、申立人は、申

立期間において当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記取引明細表の検証におい

て確認できる保険料控除額から、２万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は納付したとしているが、これを確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与に係る届出を社会保険事務所（当時）に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 



                      

埼玉厚生年金 事案 7227 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平

成５年４月１日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係

る記録を訂正することが必要である。 

なお、平成５年３月の標準報酬月額については 18 万円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年３月 31 日から同年５月１日まで 

年金記録を見て、株式会社Ａで厚生年金保険の被保険者であった期間

が平成５年３月 31 日までとなっていることに気がついたが、同社には

同年４月 30 日まで勤務し、給与から保険料が控除されていたと思うの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者であった期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成５年３月 31 日から同年４月１日までの期間に

ついて、雇用保険の記録から、申立人の株式会社Ａにおける離職日は同

年３月 31 日であることが確認できることから、申立人が同日まで同社

に勤務していたことは認められるところ、申立人の同社における厚生年

金保険の被保険者資格喪失日は、同社が厚生年金保険の適用事業所では

なくなった日（平成５年３月 31 日）より後の同年４月 30 日付けで、遡

って同年３月 31 日と記録されていることがオンライン記録により確認

できる。 

しかしながら、株式会社Ａに係る履歴事項全部証明書において、同社

が平成 14 年 12 月＊日に解散と記録されており、５年３月 31 日当時も

法人事業所であることが確認できることから、厚生年金保険の適用事業

所としての要件を満たしていたと認められ、同日に同社が厚生年金保険

の適用事業所ではなくなるとする処理を行う合理的な理由は見当たらず、

  



                      

  

申立人について、５年３月 31 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失

した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有

効なものとは認められない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、株式会社Ａにおける勤務が

認められる平成５年３月 31 日の翌日である同年４月１日まで被保険者

資格を有していたものと認められる。 

また、申立人の平成５年３月の標準報酬月額については、申立人の株

式会社Ａにおける同年２月のオンライン記録から、18 万円とすること

が妥当である。 

 

２ 申立期間のうち、平成５年４月１日から同年５月１日までの期間につ

いて、申立人は、同年４月 30 日まで株式会社Ａに勤務したとしている

ところ、雇用保険の記録から、申立人の同社における離職日は同年３月

31 日であることが確認できる上、同社の元事業主は、申立期間当時の

資料が無いため、申立人の勤務期間及び厚生年金保険料の控除状況は不

明である旨の回答をしていることから、当該期間の同社における申立人

の勤務実態及び保険料の控除状況について確認できない。 

一方、申立人提出のＢ銀行の預金通帳において、平成５年４月 23 日

付けで株式会社Ａの事業を引き継いだ株式会社Ｃから申立人に９万

8,230 円の給与が振り込まれていることが確認できることから、申立人

は、当該期間において、株式会社Ｃに勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、株式会社Ｃの事業主は、申立期間当時の資料が無く、

申立人の厚生年金保険料の控除状況について不明である旨の回答をして

いる。 

また、申立人と同様に、平成５年３月 31 日に株式会社Ａで厚生年金

保険の資格を喪失し同年５月１日に株式会社Ｃで資格を取得している同

僚の一人は、同年４月から株式会社Ｃでの勤務が始まったと記憶してい

るが、自分の給与から同年４月に係る保険料が事業主により控除された

か否かは分からない旨の供述をしているほか、申立人の給与から同年４

月に係る保険料が事業主により控除されたことが分かる関連資料は見当

たらない。 

このほか、申立人の平成５年４月に係る厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

 

埼玉厚生年金 事案7229 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）Ｃ所における資格喪失日に係る記録を昭和43年７月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額の記録を３万9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年６月30日から同年７月１日まで 

Ａ株式会社に入社し、同社Ｃ所での３か月間の新入社員実習を終えて

同社Ｄ所に配属されたが、厚生年金保険の記録では、申立期間が被保険

者となっていない。 

Ａ株式会社Ｃ所と同社Ｄ所の勤務は継続しており、当時の給与から厚

生年金保険料を控除されていたので、申立期間について厚生年金保険の

被保険者であったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の被保険者記録及びＢ株式会社から提出された在籍証

明書により、申立人がＡ株式会社に継続して勤務し（昭和43年７月１日に

同社Ｃ所から同社Ｄ所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｃ所に

おける昭和43年５月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、３

万9,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所（当

時）に誤って提出し、申立期間に係る厚生年金保険料についても納付して

いないことを認めていることから、社会保険事務所は申立人に係る申立期

 



                      

  

間の保険料の納入告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を

還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



                      

埼玉厚生年金 事案 7231 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）における資格喪失日に係る記録を昭和 40 年 10 月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額の記録を３万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年９月１日から同年 10 月１日まで 

    私は、昭和 40 年９月にＡ株式会社からＣ株式会社に異動したが、異

動時期の同年９月１日から同年 10 月１日までの期間の厚生年金保険の

記録が無い。ＤからＥへ異動になったが、引き続きＦの仕事をやってお

り、継続して勤務しているのに空白期間があることに納得できない。申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ｂの顧問は、「申立人は、申立期間も継続して勤務していたの

は、間違いない。自分と入社年度も近いので申立人のことはよく知ってい

る。50 年もたっているので、資料は無いが保険料も控除されていたと思

う。」と供述していることから、申立人は、Ａ株式会社及びその関連会社

であるＣ株式会社に継続して勤務し（昭和 40 年 10 月１日にＡ株式会社か

らＣ株式会社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 40 年８月の事業所別被保険者名簿の記録から、３万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、

  



                      

  

申立人と同時期にＡ株式会社からＣ株式会社に異動した同僚数 10 人に同

様な被保険者期間の欠落が見られることから、事業主の届出誤りが推測さ

れ、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る昭和 40 年９月

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



                      

埼玉厚生年金 事案 7234 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 22 年２月１日から同年７月１日まで

の期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人の

Ａ株式会社における同年２月から同年６月までの標準報酬月額に係る記録

を 20 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間のうち、平成 22 年７月１日から同年９月１日までの期

間に係る標準報酬月額については、標準報酬月額の決定又は改定の基礎と

なる同年２月から同年４月までは標準報酬月額 28 万円に相当する報酬月

額が事業主により申立人へ支払われていたことが確認できることから、申

立人のＡ株式会社における標準報酬月額に係る記録について、同年７月及

び同年８月を 28 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 21 年 10 月 15 日から 22 年９月１日まで 

申立期間に係る標準報酬月額が事実と異なるので、正しい標準報酬月

額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間に係る年金記録の確認を求めているが、あっせん

の根拠となる法律の適用については、特例的に、厚生年金保険の保険料

徴収権が時効により消滅した期間のうち、申立日において保険料徴収権

が時効により消滅した期間については、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）を、その

他の期間については、厚生年金保険法を適用する、という厚生労働省の

見解が示されたことを踏まえて、当委員会では、上記各期間において、

  



                      

その期間に適用される法律に基づき記録訂正が認められるかを判断する

こととしている。 

申立期間のうち、平成 21 年 10 月 15 日から 22 年７月１日までの期間

については、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅した期

間であるから、特例法を、同年７月１日から同年９月１日までの期間に

ついては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していな

い期間であるから、厚生年金保険法を適用する。 

 

２ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てていると

ころ、申立期間のうち、平成 22 年２月１日から同年７月１日までの期

間については、申立人から提出された当該期間に係る給料明細書から、

申立人は、当該期間においてオンライン記録により確認できる標準報酬

月額を超える報酬月額の支払を受け、オンライン記録における標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を超える厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

一方、申立期間のうち、当該期間に係る標準報酬月額について、特例

法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保

険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内

であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成 22 年２月１日から同年７月１日

までの期間に係る標準報酬月額については、給料明細書で確認できる保

険料控除額から、同年２月から同年６月までを 20 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業所の担当者によると、申立人に係る資格取得届を行った以降、

毎年の定時決定以外は申立人に係る標準報酬月額の随時改定を行ってい

ないとしている上、年金事務所が保管している申立人に係る平成 22 年

度の健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届によると、従前

の標準報酬月額として、申立期間のうち、当該期間に係る標準報酬月額

がオンライン記録と一致していることから、事業主は、給料明細書で確

認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、

年金事務所は、当該報酬月額に見合う保険料の納入告知を行っておらず、

事業主は、申立期間のうち、当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

  



                      

  

３ 申立期間のうち、平成 22 年７月１日から同年９月１日までの期間に

係る標準報酬月額については、オンライン記録によると、15 万円と記

録されている。しかしながら、申立人から提出された当該期間に係る給

料明細書によると、標準報酬月額の決定又は改定の基礎となる同年２月

から同年４月までは標準報酬月額 28 万円に相当する報酬月額が事業主

により申立人へ支払われていたことが確認できる。 

したがって、申立人のＡ株式会社における標準報酬月額について、平

成 22 年７月及び同年８月を 28 万円に訂正することが必要である。 

 

４ 申立期間のうち、平成 21 年 10 月 15 日から 22 年２月１日までについ

ては、21 年 10 月及び同年 11 月の賃金台帳及び同年 12 月及び 22 年１

月の給料明細書によると、オンライン記録の標準報酬月額に基づく保険

料が控除されていることが確認でき、このほか、申立人の当該期間にお

ける厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、当該期間について、その主張する標準報酬月額に相当する厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7235 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）Ｃ工場における資格喪失日に係る記録を昭和 36 年 12 月１日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額の記録を１万 2,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年 11 月 21 日から同年 12 月１日まで 

年金事務所の記録によると、申立期間は厚生年金保険の被保険者期間

となっていないが、Ａ株式会社Ｃ工場から同社Ｄ工場に異動し継続して

勤務していたので、申立期間を被保険者期間と認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の供述から判断すると、申立人がＡ株式会社に継続して勤務

し（昭和 36 年 12 月１日に同社Ｃ工場から同社Ｄ工場に異動）、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｃ工場

に係る昭和 36 年 10 月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、

１万 2,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情は無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7236 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａ（現在は、Ｂ株式会社）における厚生年金保険被保

険者資格取得日は昭和 37 年５月１日、資格喪失日は同年５月 20 日である

と認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日

及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

     なお、当該期間に係る標準報酬月額については、１万円とすることが妥

当である。 

     また、申立人は、申立期間のうち、昭和 37 年４月 29 日から同年５月１

日までの期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、株式会社Ａにおける上記の資格取得日に係る記

録を同年４月 29 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額の記録を１万円と

することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年４月 29 日から同年５月 20 日まで 

    年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、株式会社Ａ

に勤務していた期間のうち、昭和 37 年４月 29 日から同年５月 20 日ま

での加入記録が無かった。同社には、継続して勤務しており、厚生年金

保険の未加入期間があるのは納得できない。調査をして申立期間の記録

を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 37 年５月１日から同年５月 20 日までの期間に

ついて、雇用保険の記録及び同僚の供述から、申立人が当該期間におい

て株式会社Ａに勤務していたことが認められる。 

     また、株式会社Ａに係る事業所別被保険者名簿において、申立人と同



                      

  

姓同名、かつ、同一生年月日の者が昭和 37 年５月１日に厚生年金保険

被保険者資格を取得し、同年５月 20 日に同資格を喪失した基礎年金番

号に未統合の記録が確認できる。 

     さらに、上記の者の厚生年金保険の記号番号は、申立人の基礎年金番

号と同一であることが確認できる。 

     これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 37 年５月１

日に被保険者資格を取得し、同年５月 20 日に資格を喪失した旨の届出

を社会保険事務所（当時）に行ったと認められる。 

     また、当該期間の標準報酬月額については、上記未統合の申立人の株

式会社Ａに係る事業所別被保険者名簿の記録から、１万円とすることが

妥当である。 

 

２ 申立期間のうち、昭和 37 年４月 29 日から同年５月１日までの期間に

ついて、雇用保険の記録及び同僚の供述から、申立人が当該期間におい

て株式会社Ａに継続して勤務し（同年４月 29 日に同社Ｃ支店から本店

に異動）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

     また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａにお

ける昭和 37 年５月の事業所別被保険者名簿の記録から、１万円とする

ことが妥当である。 

     なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

     また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7237 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａ（現在は、Ｂ株式会社）における厚生年金保険被保

険者資格取得日は昭和 37 年５月１日、資格喪失日は同年５月 20 日である

と認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日

及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、１万 4,000 円とするこ

とが妥当である。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 37 年４月 29 日から同年５月１

日までの期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける上記の資格取得日

に係る記録を同年４月 29 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額の記録を

１万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年４月 29 日から同年５月 20 日まで 

    株式会社Ａに勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加

入記録が無いが、同社には申立期間においても、継続して勤務していた

ので、調査して記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 37 年５月１日から同年５月 20 日までの期間に

ついて、雇用保険の記録及び申立人提出の人事履歴カードから、申立人

が当該期間において株式会社Ａに勤務していたことが認められる。 

  また、株式会社Ａに係る事業所別被保険者名簿において、申立人と同

姓同名、かつ、同一生年月日の者が昭和 37 年５月１日に厚生年金保険

被保険者資格を取得し、同年５月 20 日に同資格を喪失した基礎年金番



                      

  

号に未統合の記録が確認できる。 

  さらに、上記の者の厚生年金保険の記号番号は、申立人の基礎年金番

号と同一であることが確認できる。 

  これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 37 年５月１

日に被保険者資格を取得し、同年５月 20 日に資格を喪失した旨の届出

を社会保険事務所（当時）に行ったと認められる。 

  また、当該期間の標準報酬月額については、上記未統合の申立人の株

式会社Ａに係る事業所別被保険者名簿の記録から、１万 4,000 円とする

ことが妥当である。 

 

２ 申立期間のうち、昭和 37 年４月 29 日から同年５月１日までの期間に

ついて、雇用保険の記録及び申立人提出の人事履歴カードから判断する

と、申立人は、当該期間において株式会社Ａに継続して勤務し（同年４

月 29 日に同社Ｃ支店から本店に異動）、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

  また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａにお

ける昭和 37 年５月の事業所別被保険者名簿の記録から、１万 4,000 円

とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7238 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のう

ち、平成２年 10 月から同年 12 月までを 36 万円に、３年１月から同年３

月までを 30 万円に、同年４月から同年７月までを 36 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成元年 10 月１日から同年 11 月１日まで 

② 平成元年 12 月１日から２年１月１日まで 

③ 平成２年 10 月１日から３年８月１日まで 

私が株式会社Ａに勤務していた期間の厚生年金保険の記録で、少なく

とも、平成元年 10 月及び同年 12 月並びに２年 10 月から３年７月まで

の標準報酬月額は低くなっている。 

当時の給与明細書を提出するので、調査の上、控除された厚生年金保

険料に相当する標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間に係る標準報酬月額について、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づ

き標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保

険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内

であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

 

２ 申立期間③のうち平成２年 10 月から同年 12 月までについては、申立



                      

  

人の平成３年度税額通知書に記載されている給与総額及び社会保険料控

除額並びにＢ株式会社が保管していた申立期間当時の労使協定書により

試算される給与額から、申立人が当該期間においてオンライン記録によ

り確認できる標準報酬月額（26 万円）を超える報酬月額の支払を受け、

当該報酬月額に基づく標準報酬月額（36 万円）に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが推認できる。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、平成

３年度税額通知書で推認できる報酬月額及び保険料控除額から、36 万

円とすることが妥当である。 

また、申立期間③のうち、平成３年１月から同年３月までについては、

申立人が保管する株式会社Ａの給与明細書により、申立人が当該期間に

おいてオンライン記録により確認できる標準報酬月額（26 万円）を超

える報酬月額の支払を受け、当該報酬月額に基づく標準報酬月額（30

万円）より高い標準報酬月額（36 万円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、給与

明細書で確認できる報酬月額に基づき 30 万円とすることが妥当である。 

さらに、申立期間③のうち、平成３年４月から同年６月までについて

は、申立人が保管する株式会社Ａの給与明細書により、申立人が当該期

間においてオンライン記録により確認できる標準報酬月額（26 万円）

を超える報酬月額の支払を受け、当該報酬月額に見合う標準報酬月額

（36 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、給与

明細書で確認できる報酬月額及び保険料控除額から、36 万円とするこ

とが妥当である。 

加えて、申立期間③のうち、平成３年７月については、申立人が保管

する株式会社Ａの給与明細書により、申立人が当該期間においてオンラ

イン記録により確認できる標準報酬月額（26 万円）を超える報酬月額

の支払を受け、当該報酬月額に見合う標準報酬月額（38 万円）より低

い標準報酬月額（36 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、給与

明細書で確認できる保険料控除額から、36 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険料の納付義務の履行に

ついては、株式会社Ａの親会社であるＢ株式会社は「納付したと思うが、

株式会社Ａは子会社であり 20 年以上も前のことなので資料が残ってい



                      

  

ない。」と回答している上、株式会社Ａは平成 13 年 10 月１日に適用事

業所でなくなっており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当

たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が、給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬

月額の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認

められない。 

 

３ 申立期間①及び②については、申立人が保管する株式会社Ａの給与明

細書により、事業主が控除していたと認められる厚生年金保険料額に見

合う標準報酬月額（平成元年 10 月については 32 万円、同年 12 月につ

いては 30 万円）は、オンライン記録で確認できる標準報酬月額（26 万

円）より高額であるものの、給与明細書に記載された報酬月額に見合う

標準報酬月額は、オンライン記録により確認できる標準報酬月額（26

万円）と同額であることから、特例法による保険給付の対象に当たらな

いため、あっせんは行わない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 5060 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年７月から同年 12 月までの期間並びに７年４月及び同

年５月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 41 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 平成６年７月から同年 12 月まで 

             ② 平成７年４月及び同年５月 

    申立期間①の国民年金保険料は、平成７年１月 25 日に銀行から 15 万

円を引き出し、保険料納付の案内に基づき、同年２月初旬にＡ市役所

（現在は、Ｂ市Ｃ区役所）で納付したと思う。 

また、申立期間②の国民年金保険料は、平成８年２月１日付け「国民

年金保険料集合徴収（年金相談）のご案内」が送付されたので、同年２

月３日に銀行から 10 万円を引き出し、同年２月７日から同年２月９日

までの間に、Ａ市役所で納付したと思うので、両申立期間の保険料が未

納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①の国民年金保険料を平成７年２月初旬にＡ市役所

で納付し、申立期間②の保険料を８年２月７日から同年２月９日までの間

に同市役所で納付したと思うと主張しているところ、申立人の国民年金手

帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から６年 10

月頃に払い出されたものと推認され、申立期間①及び②の保険料を現年度

納付又は過年度納付することは可能であるが、申立人の保険料納付に関す

る記憶は定かではなく、申立人が保険料を納付したことをうかがわせる資

料等も見当たらないことから、当時の納付状況は不明である。 

なお、申立人は、当初、申立期間①及び②の国民年金保険料を平成７年

８月頃にＡ市役所でまとめて納付したとしていたが、その後、８年７月頃

に同市役所でまとめて納付したと変更し、さらに、現在の主張へと変更し



 

  

ており、保険料納付に関する記憶が定かではない。 

また、申立期間①について、申立人は、平成７年２月初旬にＡ市役所で

保険料を納付したと主張しているが、平成６年度の申立人の保険料納付状

況を記載したＡ市（現在は、Ｂ市）の国民年金保険料検認全リスト（平成

７年５月１日現在）には、申立期間①の保険料納付記録は無く、ほかに保

険料を納付したことをうかがわせる資料等は見当たらなかった。 

さらに、申立期間②について、申立人は、平成８年２月９日までにＡ市

役所で保険料を納付したと主張しているが、申立人から提出された同市役

所の同年３月 14 日時点における保険料納付状況を記載した「国民年金保

険料未納のお知らせ」によると、申立期間②を含む７年４月から同年６月

までの保険料が未納と記載されているほか、保険料を納付したことをうか

がわせる資料等は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が当

該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



 

埼玉国民年金 事案 5061 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年 10 月から 49 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年 10 月から 49 年 12 月まで 

私は 15 歳の時にＡ職を目指し、Ｂに住み込みで就職した。20 歳を迎

えた頃にＢのオーナーから、将来のことを考え国民年金に加入しておい

た方が良いと言われたため、Ｃ市役所Ｄ出張所で国民年金に加入した。

保険料は少ない給料であったが、近くのＥ郵便局（当時）で納付してい

た。申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳を迎えた頃に、自身でＣ市役所Ｄ出張所において国民

年金に加入し、国民年金保険料は近くのＥ郵便局で納付したとしている。

しかしながら、国民年金の加入手続及び保険料納付を行った申立人の記憶

は明確でなく、これらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 52 年９月頃に払い出されたと推認される上、

Ｃ市の国民年金被保険者名簿には、「昭和 52 年９月８日資格取得届出」

と記載されていることから、その時点では、申立期間は時効により遡って

保険料を納付することができない期間である。 

さらに、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

  



 

埼玉国民年金 事案 5062 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年８月から同年９月までの期間及び同年 12 月から５年

９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成２年８月から同年９月まで 

             ② 平成２年 12 月から５年９月まで 

結婚（平成８年８月）する前の寒い時期だったと思うが、Ａ村役場で

国民年金の加入手続をした。会社を退職後、親に勧められて加入したが、

手続をしたのは母か私かは定かではない。その時、役場の職員に遡って

納付できることを教えられ、親からお金をもらい、金額は覚えていない

が、遡って一括納付した。申立期間①及び②の保険料が未納になってい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職後に親に勧められて国民年金に加入し、その時、

Ａ村役場の職員に保険料を遡って納付できることを教えられ、これまでの

未納分を全て納付したとしているが、申立人は、納付期間及び納付金額な

ど保険料納付に関する記憶が明確ではなく、これらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、平成７年 10 月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間①及び②のうち、２年 12 月から５年８月までの期間

は時効により遡って保険料を納付することができない期間である上、当委

員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国

民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人は、「保険料を納付するのに２年の時効があることを知

らず、遡って、今までの未納分を全て納付したと思っていた。」と供述し

ているところ、オンライン記録から、申立人の納付書が発行されたと推認

  



 

  

される平成７年 11 月に、当該時点で納付することが可能な５年 10 月以降

の保険料を納付していることが確認でき、このことと申立期間の保険料納

付とを混同している可能性も否定できない。 

加えて、Ｂ市の国民年金被保険者名簿によると、申立期間①及び②の平

成２年、３年及び４年の照合欄に未納を表す「未」の字、５年の同欄に６

か月の納付を表わす「６納」の記載があることが確認できる。 

また、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①及び②について、申立人の

国民年金保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していた

ものと認めることはできない。 



 

埼玉国民年金 事案 5064 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 12 年４月から 13 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 12 年４月から 13 年１月まで 

申立期間について、私は、平成 12 年３月に会社を退職してＡ市役所

（現在は、Ｂ市Ｃ区役所）で国民年金の再加入手続を行い保険料を納付

した。同年４月から 14 年３月まで２年間Ｄ国に留学し、Ｄ国と日本を

数か月ごとに行き来をしていた。申立期間中の住所を海外に移動したか

については、覚えていない。しかしながら、納付した保険料の金額は覚

えていないものの、Ｄ国から帰国後に保険料をまとめて納付した記憶が

ある。 

申立期間が未加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間について、申立人は、平成 12 年３月頃にＡ市役所で国民年金

の再加入手続を行った後、同年４月から 14 年３月までＤ国に留学して、

帰国後にまとまった金額の保険料を納付したとしている。しかしながら、

申立人は、納付した保険料額、納付した期間及び納付した回数等の記憶

は無いとしており、納付状況が不明である。 

また、申立人は、海外留学中の住所の移動について覚えていないとして

いるところ、平成 13 年２月１日から居住しているＡ市（現在は、Ｂ市）

の住民票によると、前住所地はＤ国と記載されていること、申立人のオン

ラインの記録では 12 年４月 14 日の第１号被保険者の資格喪失理由が「外

国への転出」と記録されていることから、申立期間の住所はＤ国にあった

と推認され、申立期間は国民年金の任意加入手続が必要であるが、申立人

は、任意加入手続を行った明確な記憶は無いとしている上、申立人が所持

する年金手帳の「国民年金の記録（１）」にも任意加入の形跡は見当たら

  



 

  

ない。 

 さらに、申立人は、平成 15 年１月 27 日及び同年２月５日に 13 年２月

から 14 年３月までの申請免除期間の保険料（18 万 6,200 円）を追納し、

同じく 15 年１月 27 日に 14 年４月から同年９月までの保険料（７万

9,800 円）を現年度納付しており、これらの保険料納付と申立期間の保険

料の納付を混同している可能性も否定できない。 

このほか、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録

管理業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光

学式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた上、

平成９年１月に基礎年金番号制度が導入されており、申立期間において記

録漏れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていることから、記

録管理に不備があったとは考え難い。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 



 

埼玉国民年金 事案 5065 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年１月から 53 年１月までの期間及び同年３月から 58

年５月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 51 年１月から 53 年１月まで 

             ② 昭和 53 年３月から 58 年５月まで 

昭和 51 年の初め頃に自分自身で国民年金の加入手続を行い、その後

は、地元の自治会を通じて役場に国民年金保険料を納付していたはずで

ある。しかし、年金記録では申立期間の納付記録が無いので、調査の上、

記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 51 年の初め頃に国民年金加入手続後、地元の自治会

を通じて国民年金保険料を納付していた。保険料は、母又は自分が納付し

たが、詳しいことは覚えていない。」としている。 

しかしながら、申立人は、国民年金への加入手続、申立期間①及び②の

保険料額及び納付書の送付状況等について具体的に記憶しておらず、当該

期間に一緒に生活したとする申立人の母は既に他界していることに加え、

Ａ町は、「当時、地区ごとに年金委員が集金し、福祉課に納めていたらし

いが、年金委員や自治会役員等の氏名や保険料の徴収方法等について不

明。」と回答していることから、これらの状況について不明である。 

また、申立人は、「妻が昭和 60 年８月にＢを退職した後、年金手続の

ために役場を訪れた際、担当者から私の年金記録に未納期間がある点を指

摘され、納付するかどうかを尋ねられたが、その時には納付しなかっ

た。」と申述しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記

号番号前後の被保険者資格取得時期から、昭和 60 年９月頃払い出された

と推認され、その時点では、申立期間①及び②は時効により保険料を納付

  



 

することができない期間である。 

なお、申立人の国民年金手帳記号番号は、前述のとおり、昭和 60 年９

月頃、国民年金の加入手続を行ったとする申立人の妻の番号と連番で払い

出されており、共に同年９月から 61 年３月まで保険料を納付しているこ

とから、一連の事務処理に不自然さはうかがわれない。 

さらに、申立期間①及び②を合計すると 88 か月間と長期間である上、

国民年金被保険者名簿及びＡ町が記録した国民年金保険料納付状況調べに

よれば、申立人は、昭和 60 年８月以前の期間において、国民年金保険料

を納付した記録が確認できない。 

加えて、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない上、

申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 

 

  



 

  

埼玉国民年金 事案 5066 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年４月から同年９月までの期間及び 62 年４月から同年

９月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年４月から同年９月まで 

             ② 昭和 62 年４月から同年９月まで 

    私は、昭和 59 年度、62 年度、平成３年度から５年度までの期間及び

10 年度の国民年金保険料の申請免除手続を行い、３年度から５年度ま

での期間及び 10 年度については、後日、保険料を納付したが、申立期

間①及び②は未納期間となっている。 

申立期間①及び②を保険料免除期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②について、Ａ市役所において、国民年金保

険料の申請免除手続をしたので、申立期間①及び②は保険料免除期間であ

ると申述している。しかしながら、同市の国民年金被保険者名簿には、

「59．６．15 申免 勧奨済」と記載されていることから、申立期間①につ

いては、その記載された日付の頃に、保険料の申請免除手続を行ったこと

はうかがえるものの、申立人は、同市役所の窓口で「許可されるかどうか

分からないと言われたかもしれない。」と回答している上、申立期間①及

び②については、免除の承認に関する通知を受け取った記憶について不明

であると回答していることから、これらの状況が不明である。 

また、申立人は、平成３年度から５年度までの期間及び 10 年度の保険

料も申請免除手続を行い、これらの年度については、後日、保険料を納付

したとするところ、オンライン記録では、追納された記録となっているが、



 

  

昭和 59 年度及び 62 年度については、申立人提出の領収証書及びオンライ

ン記録によると、申立期間①直後の昭和 59 年 10 月から 60 年３月までの

期間の保険料を 61 年 11 月 20 日に過年度納付し、申立期間②直後の 62 年

10 月から 63 年３月までの期間の保険料を平成２年１月 31 日に過年度納

付（申立期間②直前の昭和 61 年 10 月から 62 年３月までの期間は平成元

年１月 31 日に過年度納付）していることから、59 年度及び 62 年度は、

当初、未納期間であったところ、上記のとおり時効にかからない下半期分

の６か月をそれぞれ過年度納付したと考えるのが自然である。 

   さらに、申立人が申立期間①及び②について、免除の承認を受けたこと

及び免除申請書を提出したことを確認できる資料は無く、ほかに免除の承

認を受けたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 

 



埼玉厚生年金 事案 7228 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 49 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成８年４月１日から９年 10 月１日まで 

    平成８年４月１日から９年９月 30 日までＡ株式会社のＢ事業所・工

場において、パート・アルバイト従業員として勤務していたが、この期

間の被保険者記録が無い。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間においてＡ株式会社に勤務し、給与から厚生年金保

険料を控除されていたと主張しているが、申立人の同社に係る雇用保険の

記録は見当たらない上、同社は、申立人の勤務実態、厚生年金保険の加入

及び保険料の控除については不明と回答しているほか、申立期間当時、同

社に係る厚生年金保険の被保険者であった者、11 人に照会を行い二人か

ら回答を得たが、共に申立人を記憶していないと供述していることから、

申立人の申立事業所における勤務実態及び厚生年金保険料の控除を確認す

ることはできない。 

また、Ｃ連合会は、Ａ株式会社が加入している厚生年金基金において、

申立人の申立期間に係る加入記録は無いと回答している。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



埼玉厚生年金 事案 7230 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年 10 月から同年 12 月まで 

             ② 昭和 41 年 10 月から 42 年９月まで 

             ③ 昭和 43 年 10 月から同年 12 月まで 

             ④ 昭和 44 年 10 月から同年 12 月まで 

             ⑤ 昭和 45 年 10 月から同年 12 月まで 

             ⑥ 昭和 47 年 10 月から同年 12 月まで 

             ⑦ 昭和 48 年 10 月から 49 年９月まで 

             ⑧ 昭和 49 年 10 月から同年 12 月まで 

             ⑨ 昭和 50 年 10 月から同年 12 月まで 

             ⑩ 昭和 51 年 10 月から 52 年９月まで 

             ⑪ 昭和 53 年 10 月から同年 12 月まで 

             ⑫ 昭和 56 年 10 月から同年 12 月まで 

             ⑬ 昭和 57 年 10 月から同年 12 月まで 

             ⑭ 昭和 58 年 10 月から 59 年９月まで 

             ⑮ 昭和 60 年 10 月から同年 12 月まで 

             ⑯ 昭和 61 年 10 月から 63 年９月まで 

             ⑰ 昭和 63 年 10 月から平成元年 11 月まで 

             ⑱ 平成元年 12 月から２年９月まで 

             ⑲ 平成２年 10 月から３年１月まで 

             ⑳ 平成３年 10 月から５年９月まで 

     私の厚生年金保険被保険者記録によると、Ａ株式会社Ｂ本部に勤務

していた申立期間①から⑰まで及び株式会社Ｃ事業部に勤務していた申

立期間⑱から⑳までにおいて、標準報酬月額の記録が誤っているので、

  



正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、報酬月額（給与支給額）は上がったのに標準報酬月額が上が

っていない、あるいは下がっているのはおかしいと主張しているところ、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

しかしながら、申立期間⑱から⑳までのうち、Ｄ株式会社（申立期間当

時におけるＡ株式会社Ｂ本部及び株式会社Ｃ事業部の承継会社）の代理人

であるＥ株式会社が提出した申立人に係る給与台帳において確認できる、

平成２年４月から同年６月までの期間、同年８月から同年 12 月までの期

間、及び４年３月から５年９月までの期間については、事業主により給与

から控除された厚生年金保険料に見合う標準報酬月額は、それぞれオンラ

イン記録の標準報酬月額と一致している。 

また、Ｅ株式会社は、上記期間以外の給与台帳等は保管していないと回

答しており、申立人の報酬月額及び厚生年金保険料控除額は確認できない。 

このほか、申立期間のうち、申立期間①から⑰まで、申立期間⑱のうち

平成元年 12 月から２年３月まで及び同年７月、申立期間⑲のうち３年１

月、及び申立期間⑳のうち３年 10 月から４年２月までについては、報酬

月額及び給与から控除された厚生年金保険料額が確認できる給与台帳、給

与明細書等の資料は見当たらない上、申立人の主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

なお、申立人は、報酬月額が上がった月から標準報酬月額も上がってい

たはずだと主張しているが、厚生年金保険制度における標準報酬月額の随

時改定については、固定的賃金（基本給等）の変動により報酬月額が変動

した場合に、変動した月以降の３か月の間に支払われた報酬の平均月額に

該当する標準報酬月額の等級が従来の標準報酬月額の等級と比較して２等

級以上変動したときに行うとされており、報酬月額が上昇した場合でも、

必ずしも直ちに標準報酬月額に反映されることにはならない。 

また、申立人は、昇給したのに標準報酬月額が下がるのはおかしいと主

張しているが、申立期間当時の標準報酬月額は、各年の５月から７月まで

の３か月間に実際に支払われた給与の総額（時間外手当等の非固定的賃金

を含む。）を３で除した額を被保険者の報酬月額の等級区分に当てはめて

  



  

決定（以下「定時決定」という。）され、その年の 10 月１日から翌年９

月 30 日まで適用されることとなっていたところ、当該３か月間に支払わ

れた非固定的賃金の変動によっては、定時決定後の標準報酬月額が定時決

定前より下がることも想定される。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



埼玉厚生年金 事案 7232 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年８月１日から同年 11 月 10 日まで 

    日本年金機構で年金の記録を確認したところ、Ａ株式会社における厚

生年金保険の資格取得日が昭和 39 年 11 月 10 日となっていた。 

実際には、前の会社を昭和 39 年７月 31 日に退職し、Ａ株式会社には

同年８月１日から勤務しており、厚生年金保険の資格取得日が約３か月

後になっていることに納得がいかない。申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ株式会社における雇用保険の加入記録は、昭和 39 年９月２

日資格取得と記録されており、申立人は申立期間の一部について、同社に

勤務していたことは確認できるものの、申立人を記憶している同僚は無く、

具体的な勤務期間については特定することができない。 

また、当該事業所は昭和 62 年１月１日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっており、申立期間当時の事業主、社会保険担当者及び給与担当

者は既に死亡しており、保険料控除等申立人の当時の状況を確認すること

ができないところ、申立期間当時も勤務していた会社設立時の事業主によ

ると、「人の出入りの激しい会社だったので、勤務が続くかなどの従業員

の状況をみて厚生年金保険に加入させたことも考えられるが、社会保険関

係は別の者が担当していたので、はっきりは分からない。」と供述してい

る。 

さらに、雇用保険の加入記録が確認できた同僚９人の厚生年金保険の記

録を調べたところ、同僚５人が雇用保険の資格取得時期の１か月から５か

月後に厚生年金保険の資格を取得しており、申立人が同期入社であり、同

  



  

様の業務に従事していたとして名前を挙げた同僚も、申立人と同様に厚生

年金保険の資格を取得していることから、当時、Ａ株式会社では、全ての

従業員について、必ずしも入社と同時に厚生年金保険被保険者資格を取得

させる取扱いではなかったものと推認される。 

加えて、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の厚生年金保

険被保険者資格取得日は、昭和 39 年 11 月 10 日と記載されており、オン

ライン記録と一致している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 7233 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 21 年５月 31 日から同年６月１日まで 

平成 21 年５月末日まで有限会社Ａに勤務していたはずなのに、申立

期間の厚生年金保険の記録が無いのはおかしいので、調査の上、記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、「退職時に、有限会社Ａの社長に５月末日で退職する旨を伝

えた。」と供述しているところ、事業主が申立人に交付した退職証明書に

は「平成 21 年５月 31 日に退職した。」旨の記載が確認できることから、

申立期間において申立人は、同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、事業主がＢ社会保険事務所（当時）に提出した申立人に

係る健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届備考欄には、「５/30 退

職」と手書きされ、資格喪失年月日の欄に「21 年５月 31 日」と記載され

ていることが確認できる。 

また、Ｃ市が保管する申立人の平成 22 年度（21 年分）市民税・県民税

非課税証明書に記載されている社会保険料控除額（61,674 円）から算出

された厚生年金保険料額の中には、申立期間の保険料が含まれていなかっ

たことが推認される。 

さらに、元事業主は、「当時の資料が現存しないため、保険料控除につ

いては不明。」と供述していることから、申立人の申立期間に係る保険料

控除を確認することができない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無

い。 

  



  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 




